
□事  業  概  況

◆ 事 業 方 針

基  本  方  針

　　支援を行うことにより、県内企業の少子化、高齢化を克服した持続可能な地域経済の形成に貢献する。

主  要  課  題

(1）お客さま本位の最適な信用保証の提供

(2) 金融機関との連携強化によるお客さまの成長・発展への支援

(3) お客さまとのリレーション強化と経営課題の早期発見

(4) 関係支援機関と連携した効果的な経営支援の推進

(5) 事業再生支援への取組強化

(6) コンプライアンス態勢の維持・継続

　(5) 次期業務システム導入及びアウトソーシングに伴うリスクの排除(7) 組織活性化のための働きやすい職場環境づくり

◆ 業        績

２年度の業務実績は次のとおりでした。
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　　　　　　今年度の基本財産に変動はありませんでした。

　　　　　　この結果、当協会保証利用者は1,550者増加し、県内中小企業者の51.7％の利用度となり、初めて

　　　　　50％を超えました。

　　　　（対前年比126.7％）、保証債務平均残高に対する代位弁済率は0.81％（前年1.08％）と低水準でした。

520 △ 147

　　　　　256百万円（同104.3％）などとなりました。

　　　　　　当年度の代位弁済は、新型コロナウイルス感染症対応資金や鳥取県中小企業再生支援協議会と連

　　　　　携した特例リスケジュールへの積極的な対応等により、企業倒産が落ち着いたことから1,748百万円

　　　　　利用が増加しました。

（単位：千円）

　　　　　　当年度の保証承諾は、11,916件、209,681百万円（対前年比437.5％）となり、前年度を大幅に上

　　　　　回り過去最高となりました。

基  本  財  産 当期末残高 増減額

　　　　　　その他の保証制度では、創業予定者等を対象とした鳥取県創業支援資金が1,016百万円（同87.4％）

            期末の保証債務残高は、新型コロナウイルス感染症対応資金として真水資金を積極的に対応した

　　　　　設備投資及びそれに伴う運転資金等を超長期で利用できる鳥取県新規需要開拓設備資金が2,593百万

　　　　　円（同64.3％）となりました。

4,536,645 0

合 計 11,621,581 0

　　　　　　業種別金額ベースでは、保証債務残高構成比が高い建設業、サービス業、製造業の順に高くなっ

　　　　　した。

　　　　　　当年度の求償権回収は、担保処分等による回収の減少や新型コロナウイルス感染症拡大に伴う収入

　　　　　減による定期回収の減少が主な要因となり520百万円（対前年比77.9％）となりました。

　　　　　　業種別では、サービス業が378百万円（同342.5％）、小売業が464百万円（同248.7％）、製造業が

代 位 弁 済 1,748 368
対債務者回収（元損）

基 金 準 備 金 7,084,936 0

　　　　　　これは、保証承諾全体の約9割を占めた国の「新型コロナウイルス感染症対応資金」及び「鳥取県

          地域経済変動対策資金（新型コロナウイルス感染症対応資金）」に積極的な対応を行った結果です。

基 金

209,681 161,758
保 証 債 務 残 高 246,319 117,605
保証債務平均残高 215,151 86,984

　　（とも）”に歩みます」をコンセプトに、お客様のライフステージに応じて、金融機関・関係支援機関と

　　　に努める。

　　　の連携強化により効果的な支援策の提供を行うとともに、創業者への継続支援、事業承継への積極的な

　　　　また、これらの実施に向けての支援体制を整えるため職員の資質の向上を図るとともに、より信頼さ

　　　れる保証協会となるためコンプライアンス態勢の維持・継続、ＣＳＲ活動の推進、ＢＣＰの運用徹底等

区     分 金     額 増減額

　　　　　そのうち、サービス業の201百万円については再生を伴う代位弁済でした。

　　　　　結果、246,319百万円（対前年比191.4％）と大幅に増加し、保証承諾額とともに過去最高となりま

　　　　　ていますが、者数ベースでは新型コロナウイルス感染症の影響が特に大きい飲食業、サービス業の

保 証 承 諾

　　　　　　自　令和 2年4月　1日
　　　　　　至　令和 3年3月31日

      　　　　　令和２年度業務報告書

（単位：百万円、％）

　　　　令和２年度当初における主な事業の方針は次のとおりでした。

　　　　当協会は、平成３０年度にスタートした中期事業計画の最終年度として、引き続き「あなたと“伴


